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1. はじめに 

現代は情報革命の時代である．組織の情報部

門が，業務効率化のためだけでなく，「新しい

イノベーションを生み出す部門としての性格を

持たされるようになって」[1]きている．公官庁，

企業，教育機関などのあらゆる組織にとって，

情報システムの活用は重大なテーマとなってい

る．しかし，「動かないコンピューター」[2]によ

る報告のように，多大なコストを投じて開発し

た情報システムが，狙い通りに稼動しないとい

う事例も多い． 

「IT 投資価値評価に関する調査研究」[3]とい

うら情報システムの投資対効果に関する研究事

例がある．投資額は開発コストであるために容

易に数値化可能であるが，効果については数値

化が難しい．「SLA、サービスレベル管理でベス

トプラクティスに導く」[4]の中で SLA(Service 

Level Agreement)という概念を利用して，機能と

非機能(品質)の両面で，設計時の目標値と導入

済みの情報システムにおける実績値を比較する

手法が記載されている． 

しかし，「投資対効果の良い情報システムを

導入するための汎用的な手法」は，未だに確立

されておらず，一つの大きな課題である．本研

究では，この課題に対して以下の知見を投じる

ことを目標とする．筆者らは，調査対象を「プ

ライベートクラウドシステム」という「一種類

の情報システム」における「システムの稼働率」

という「非機能(品質)の中の一項目のみに対す

る効果」と「構築コスト」という「一項目のみ

対する投資額」に絞って研究を行う． 

 

2．非機能(品質)面における投資対効果 

SLA の概念を利用した「情報システムの非機能

(品質)面に関する投資対効果の数値化」に関し

て，以下の 4項目の数値を把握して比較する手法

を提案する． 

1) コスト 

情報システムを構築する際の予算額． 

 

 

 

2) SLA計画 

コストに応じて情報システムを設計する際

に決定する SLA の計画値，すなわち非機能

面の品質の計画値． 

3) 実物品質 

構築して稼動して，実際にサービスを提供

している実物の情報システムの，非機能面

の品質の状態，すなわち SLA達成状況． 

4) 実需要 

情報システムを稼動した後に判明した，実

際にどのくらいの数・頻度・量でユーザが

情報システムを利用しているか，もしくは

利用の希望(需要)があるかどうかの数値． 

各項目の数値の比較を行うことで，「構築した

情報システムの投資対効果」を判定することが

できる．項目と数値の比較方法を表 1,表 2 に示

す．「4 項目の数値が全て等しい場合」のみが

「適正な投資対効果の情報システム」だといえ

る． 

表 1.項目比較のマッピング 
 コスト SLA計画 実物品質 実需要量 

コスト  (a) (b) (c) 

SLA計画 ―  (d) (e) 

実物品質 ― ―  (f) 

実需要量 ― ― ―  

 

表 2.各項目の比較結果の考察 
比較 左列 ＜ 上列 左列 ＝ 上列 左列 ＞ 上列 

(a) コスト面で無

理な SLA計画 

コスト相応の

SLA計画 

余裕すぎる SLA

計画(無駄遣い) 

(b) 過剰な品質を

構築・提供 

適正な品質を

構築・提供 

構築・提供担当

組織の失敗 

(c) 投下コスト不

足 

適正投下コス

ト 

過剰なコスト投

下 

(d) 過剰品質によ

る安定稼動 

適正品質によ

る安定稼動 

性能不足による

問題状態 

(e) 過小な需要の

見積 

適正な需要の

見積 

過大な需要の見

積 

(f) 性能不足によ

る問題状態 

適正状態 過剰性能による

問題状態 

※(f)については、真の原因が「コスト」または「SLA 計画値」

にある場合も考えられる． 

 

機能および SLA(非機能面の品質)が既に計画・

設定された情報システムを，計画値に基づいて

構築・提供する担当組織にとっては，「(d) SLA

計画値  : 実物の品質」と「(b) 投下コスト : 
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実物の品質」が適正(左列と上列がイコール)な

情報システムを構築・提供する手法を確立して

いる必要がある．これによって情報システムを

企画・計画する担当組織も「(a) 投下コスト : 

SLA計画値」の適正値を知ることができる． 

 

3．サービスと構成要素 
情報システムの SLA計画値を設定する上では，

「1 つの情報システム全体に対して 1 つの SLA 計

画値を設定」する方法と「1 つの情報システムを

より小さなサービスの集合体と捉えて，サービ

ス毎に別々の SLA計画値を設定する」方法がある．

後者の方が投資対効果の良い情報システムを設

計・構築しやすいと言える． 

個々のサービスは，情報システムを構成する

個々のハードウェア・ソフトウェアといった構

成要素の組み合わせによって提供される．各サ

ービスを構成する構成要素(ハードウェア・ソフ

トウェア)が特定できると，構成要素毎(個々の

ハードウェア・ソフトウェア)の品質に関する数

値データをパラメータとして，サービス自体の

品質の算出(数値データ化)が可能となる． 

 

4．プライベートクラウドシステム 

  プライベートクラウドシステムは，コンピュ

ータ・ストレージ・ネットワークといった「情

報システムの基盤リソース」を提供する情報シ

ステムである．システムが提供するサービス(シ

ステムの機能)は，主に以下の 2つである． 

(1) 基盤リソース管理サービス 

基盤リソースを作成・削除する「基盤リソ

ースの管理操作」を提供するサービス(機

能) 

(2) 基盤リソース提供サービス 

作成した基盤リソースを稼動状態のまま維

持して提供するサービス(機能) 

  

5.今後の調査検証 
筆者らは今後，2 章・3 章で提案した手法の妥

当性を検証するために，プライベートクラウド

システムの稼働率と構築コストに関して，以下

のような研究(調査と検証)を行う． 

5.1.サービスと構成要素の関係性の明確化 

システムを構成するそれぞれのハードウェア・

ソフトウェア(構成要素)が，システムが提供す

る各サービスに，それぞれどの程度影響してい

るのか(サービスと構成要素の関係性)を明確化

して行く． 

5.2.各構成要素の稼働率の明確化 

システムを構成するハードウェア・ソフトウェ

アについて，それぞれの単体としての稼働率を

調査・計測して明確化して行く． 

5.3.システム構成(パターン)毎のサービス稼働率

の算出手法の検討と検証 

「(ハードウェア・ソフトウェアを)ある組み合

わせパターンで構築したプライベートクラウド

システム」での「基盤リソース管理サービス」

と「基盤リソース提供サービス」の稼働率を算

出する方法について検討する．検討結果の算出

手法を利用して，いくつかの組み合わせパター

ンで構築したシステムでのサービス稼働率を算

出して行く．実際に構築したシステムで実績値

の計測を行い，両者の数値を比較して，算出手

法の検証を行う．  

 

6.まとめ 

本研究では「投資対効果の良い情報システム

を導入するための汎用的な手法の確立」を目指

し，調査対象を「プライベートクラウドシステ

ムにおける稼働率と構築コスト」に絞って研究

を行うこととした．本稿で，調査対象の範囲内

での「適正な投資対効果の情報システムを設

計・構築する手法」に関する基本概念を提案し

た．今後は提案した手法に基づいてプライベー

トクラウドシステムでの「サービスと構成要素

の関係性の明確化」及び「構成要素毎の稼働率

の実績値の収集」などの「提案した手法の妥当

性を検証する」ための研究活動を行う予定であ

る． 
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